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書式第8号 (法第10条 。第25条関係 )

設立・定款変更用

令和8年度 事業計画書

特定非営利活動法人国際寺子屋
1事業実施の方針

国際寺子屋は、日本国外で生活する、または海外生活経験をもつ子ども及びその家族を主な対象として、 オ
ンラインを中心とした「伴走型学習支援」を提供し、子どもが国内外で居心地よく安心して学べる環境を整備する
ことを目的とする。令和8年度は、法人の成立年度として、以下の四つの柱で事業を推進する。

①海外子女・帰国子女・外国ルーツの子どもへの伴走型学習支援の枠組み整備と初期支援先との関係構築
0欧州・アジア時間帯に対応したオンライン学習支援の提供

・小学生から高校生への教育伴走
0保護者向けオンライン相談会

②大学生。若手教員向け「国際教育」研修の実施

・東京学芸大学との連携による国際教育研修
。学生講師向け研修 (教授法・ICT活用。多文化理解)

・教員志望学生への実習。ボランティア機会の提供

③国際交流。多文化共生に関心を有する者を対象とした交流事業の実施

・国際寺子屋による支援先の家庭の児童生徒・保護者と東京学芸大学の教育学部生等との交流の推進

・国際バックグラウンドのある子どもに国際教育を学ぶ学生、交換留学経験者等のロールモデルを提供
0教育学部生等に日本人学校教員や企業駐在員等が、海外における教育・就業経験やキャリア形成に関する具
体的事例を紹介

④教育分野の国際標準化・研究事業の予備調査の実施
0オンライン教育の品質基準に関する研究。国際標準化活動

・海外子女教育の支援に関する関係機関との連携調査

これらにより、海外で育つ子どもへの教育面での支援と、国際的に活躍する教育人材の育成の両立を図る。

2事業の実施に関する事項
特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【1,050】千円)
定款に記載
された

事業名

事業内容 日時 場所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

海外在住。帰

国子女等への

学習支援・教

育伴走事業

①海外在住・帰国子女向け

・ 当法人理事を通して教育希望が寄せら

れた駐在員等の子や、在外教育施設 (例
:上海日本人学校)関係者等からの紹介
により受け入れた海外在住・帰国子女に

対し、東京学芸大学の学生向けポータル

サイト等を通じて募集し、所定の研修を実

施した学生講師が、1対1指導を中心とす

るオンライン学習支援を提供する。具体

的には、子どもごとに異なる学習ニーズ

に応じた指導、日々の宿題のサポート、

海外生活において不足しがちな日本語

学習の支援等を行う。

・あわせて教育伴走として、子ども本人の

法人成

立後週

1回

オンラ

イン
10人

在留邦

人家
庭、帰

国子女

家庭

15人 755
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海外生活や帰国後の生活に関する悩み

相談、および保護者の教育相談に応じる
ことにより、学習支援にとどまらず、海外
生活への適応および帰国後の日本社会
への再適応に伴う諸課題について、当事

者に寄り添った支援を行う。

② 日本に暮らす外国ルーツの子ども向け
。たいとう多文化共生まちづくりの会と連

携し、台東区において学ボ外国ルーツの

ある子どもに対し、日本語指導および各

教科の学習支援を含む教育支援を実施

する。あわせて、学習上の悩み相談等の

教育伴走を行う。
0本事業は、東京学芸大学の学生ボラン

ティアを派遣し、対面形式により実施す
る。

法人成

立後月

1回

台東区 5人

外国

ルーツ

の子ど

も

30人 50

学生講師等を

対象とした国際

教育。多文化
理解に関する

研修事業

教育学部生。若手教員等を対象とした研
修

・ 当法人理事が、東京学芸大学の教育学
部生および同大学から新卒または卒後
数年以内に在外教育施設に就職した若
手教員等を対象に、国際教育、ICT教

育、教授法、教材研究および多文化理解
に関する研修を実施する。

・本研修は、東京学芸大学構内における

対面形式、またはZoom等を活用したオ
ンライン形式により実施する。

法人成

立後月

1回

小金井
市 (東

京学芸

大

学)、
オンラ

イン

3人

教育学

部生、
大学院
生、若

手教員

10人 120

海外子女。帰
国子女・留学
生家庭その他

国際交流・多
文化共生に関
心を有する者
を対象とした交

流・相談・イベ

ント事業

。当法人が、海外在住経験等を有する児
童生徒およびその保護者並びに教員養
成課程に在籍する学生等を対象に、相
互理解の促進を目的として、交流会、相
談会および情報交換会を実施する。これ
らの事業は、対面またはオンライン(
Zoom等 )により実施する。
Oこれらの場において、学生が自身の海
外経験や学習経験等を共有するととも
に、保護者間における教育情報の交換
および国際理解教育に関する意見交換
等を実施する。
Oまた、教育学部生等に対し、日本人学
校教員や企業駐在員等が、進学。キャリ
ア形成や海外における教育。就業経験に

関する具体的事例を紹介する。
Oこれらの取組を通じて、異なる文化的背
景を有する参加者間の相互理解を深め、
多文化共生社会の実現に資することを目

的とする。

法人成

立後月

1回

小金井
市 (東

京学芸

大

学)、
オンラ

イン

15人

在留邦

人家

庭、帰

国子女

家庭、

留学生

家庭、

教育学

部生、
大学院
生、若

手教員

50人 125
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教育機関・企

業・自治体等と
の連携による

国際教育推進

事業 (オンライ
ン教育・教育
データ。学習支

援技術等の標

準化、調査研

究及び開発支

援を含む。)

①学習支援技術等の標準化、調査研究
。国際標準化活動の経験を有する当法人
理事が、将来的な教育機関・企業・自治
体等の連携先を検討するための予備的
な調査として、オンライン教育の質の保証
に関する国際標準の動向について、国
内外の公開文献および関連資料の収

集。整理を行う。

・ 本事業は、同理事が、上記の文献整理
の結果を基に、オンライン指導を実施す
る講師および受講者向けにオンライン(
Zoom等 )により年1回情報共有する形で
実施する。
Oこれにより、当法人における学習支援の

質の向上および一定水準の確保を図る。

法人成

立後年

1回

オンラ

イン
1人

オンライ
ン指導
実施
喜 エ
fヨ 、:,こ

講者

25人 0

②海外子女教育振興財団との研究連携
事業
0海外子女教育に関する研究経験を有す
る当法人理事が、海外子女教育振興財
団と連携した調査研究として、在外教育
施設を取り巻く制度の変遷および運営の

実態について、文献調査および関係者
へのインタビューを通じた整理を行う。
0本事業は、同理事が、上記の文献等整
理の結果を基に、海外在住経験等を有
する児童生徒およびその保護者並びに

教員養成課程に在籍する学生等向けに
オンライン(Zoom等 )により年1回情報共
有する形で実施する。
。これにより、在外教育施設を取り巻く課
題の整理および今後の教育支援のあり

方の検討に資する知見の蓄積を図る。

法人成

立後年

1回

オンラ

イン
1人

在留邦

人家
庭、帰

国子女

家庭、

留学生

家庭、

教育学

部生、
大学院
生、若

手教員

25人 0
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書式第8号 (法第10条。第25条関係 )

設立・定款変更用

令和9年度 事業計画書

特定非営利活動法人国際寺子屋
1事業実施の方針

国際寺子屋は、日本国外で生活する、または海外生活経験をもつ子ども及びその家族を主な対象として、 オ
ンラインを中心とした「伴走型学習支援」を提供し、子どもが国内外で居心地よく安心して学べる環境を整備する

ことを目的とする。令和9年度は、当法人の第二事業年度として、以下の四つの柱で事業を推進する。

①海外子女。帰国子女・外国ルーツの子どもへの伴走型学習支援の強化と支援先の拡充
0欧州・アジア時間帯に加え、米州も含む世界中の時間帯に対応したオンライン学習支援の提供

・小学生から高校生への教育伴走

・保護者向けオンライン相談会

②大学生。若手教員向け「国際教育」研修の実施
0東京学芸大学との連携による国際教育研修

・学生講師向け研修 (教授法。ICT活用。多文化理解)

・教員志望学生への実習。ボランティア機会の提供

③国際交流。多文化共生に関心を有する者を対象とした交流事業の実施
0国際寺子屋による支援先の家庭の児童生徒。保護者と東京学芸大学の教育学部生等との交流の推進
。国際バックグラウンドのある子どもに国際教育を学ぶ学生、交換留学経験者等のロールモデルを提供
0教育学部生等に日本人学校教員や企業駐在員等が、海外における教育・就業経験やキャリア形成に関する具
体的事例を紹介

④大学との連携を通じた法人事業全体の加速、教育分野の国際標準化。研究事業の本格化
。東京学芸大学との連携を通じた学生ボランティアの安定確保と前掲①～③の加速
。オンライン教育の品質基準に関する研究。国際標準化活動

・海外子女教育の支援に関する関係機関との連携調査

これらにより、海外で育つ子どもへの教育面での支援と、国際的に活躍する教育人材の育成の両立を図る。



2事業の実施に関する事項
特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【2 】千円)

V

｀
:ヽ::11,′

`

定款に記載
された

事業名
事業内容 日時 場所

従事者
人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

①海外在住・帰国子女向け
。当法人理事を通して教育希望が寄せら
れた駐在員等の子や、在外教育施設 (例 :

上海日本人学校)関係者等からの紹介に
加え、既存の支援先からの紹介や、当法
人公式ウェブサイトや関係機関 (例 :海外
子女教育振興財団)等を通じた情宣により

募集した海外在住・帰国子女に対し、東
京学芸大学の学生向けポータルサイト等
を通じて募集し、所定の研修を実施した学
生講師が、1対 1指導を中心とするオンライ
ン学習支援を提供する。具体的には、子
どもごとに異なる学習ニーズに応じた指

導、日々の宿題のサポート、海外生活に

おいて不足しがちな日本語学習の支援等

を行う。
。あわせて教育伴走として、子ども本人の

海外生活や帰国後の生活に関する悩み

相談、および保護者の教育相談に応じる
ことにより、学習支援にとどまらず、海外生

活への適応および帰国後の日本社会ヘ

の再適応に伴う諸課題について、当事者
に寄り添った支援を行う。

週 1回
オンラ

イン
20人

在留邦

人家

庭、帰

国子女

家庭

30人 1,510

海外在住・帰

国子女等への

学習支援・教

育伴走事業

② 日本に暮らす外国ルーツの子ども向け
0たいとう多文化共生まちづくりの会と連携
し、台東区において学ぶ外国ルーツのあ

る子どもに対し、日本語指導および各教科
の学習支援を含む教育支援を実施する。
あわせて、東京学芸大学からアクセスしや

すい多摩地域における関係機関等との連

携先の開拓を進め、支援対象の拡充を図

るとともに、学習上の悩み相談等の教育伴
走を行う。
0本事業は、東京学芸大学の学生ボラン

ティアを派遣し、対面形式により実施す

る。

月 1回

ム 古
日 本

区、多

摩地域

10人

外国

ル 一ヽツ

の子ど

も

60人 100

学生講師等を

対象とした国際

教育。多文化
理解に関する

研修事業

教育学部生。若手教員等を対象とした研

修

・ 当法人理事および連携先である在外教

育施設関係者が、東京学芸大学の教育学

部生および同大学から新卒または卒後数
年以内に在外教育施設に就職した若手

教員等を対象に、国際教育、ICT教育、教
授法、教材研究および多文化理解に関す
る研修を実施する。

・本研修は、東京学芸大学構内における

対面形式、またはZoom等を活用したオン
ライン形式により実施する。
0あわせて、当法人の学習支援事業の拡

月1回

小金井

市 (東
京学芸

大

学)、
オンラ

イン

5人

教育学

部生、
大学院
生、若

手教員

20人 240
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ログラムの実施に伴い、東京学芸大学の
学生については、当該プログラムの一環と
して本研修を体系的に整理し、提供する。

海外子女。帰

国子女・留学
生家庭その他

国際交流。多
文化共生に関
心を有する者

を対象とした交

流・相談・イベ

ント事業

カ る

童生徒およびその保護者並びに教員養
成課程に在籍する学生等を対象に、相互
理解の促進を目的として、交流会、相談会
および情報交換会を実施する。これらの事
業は、対面またはオンライン(ZoOm等 )に
より実施する。
Oこれらの場において、学生が自身の海外
経験や学習経験等を共有するとともに、保
護者間における教育情報の交換および国
際理解教育に関する意見交換等を実施

する。

・また、教育学部生等に対し、日本人学校

教員や企業駐在員等が、進学。キャリア形

成や海外における教育・就業経験に関す
る具体的事例を紹介する。
0あわせて、当法人の学習支援事業およ

び研修事業の拡大に伴い、参加対象者お
よび登壇者の拡充を図るとともに、継続的

な交流機会の充実を図る。
。これらの取組を通じて、異なる文化的背
景を有する参加者間の相互理解を深め、
多文化共生社会の実現に資することを目

的とする。

月1回

小金井
市 (東

京学芸

大

学)、
オンラ

イン

25人

在留邦

人家
庭、帰

国子女

家庭、

留学生

家庭、

教育学

部生、
大学院
生、若

手教員

100人 250

教育機関・企

業・自治体等と
の連携による

国際教育推進

事業 (オンライ
ン教育・教育
データ。学習支

援技術等の標

準化、調査研

究及び開発支

援を含む。)

①東京学芸大学との連携
推進事業

国際教育

・東京学芸大学発ベンチャーとして同大学
から認証を受けている当法人の強みを活
かし、当法人理事が東京学芸大学と連携
し、同大学の学生を対象に、国際教育に

関するボランティア活動の機会および学生

講師としての有償による学習支援機会を

提供する。
。これらの機会は、単位取得に資する教育

体験プログラムとして位置付け、各年2回
の募集を通じて通年で提供する。

・これにより、前掲の各事業の担い手の確

保および質の向上を図り、事業全体の推
進を加速する。

年2回

小金井

市 (東

京学芸

大学)

3人
教育学

部生
20人 0

②学習支援技術等の標準化、調査研究

・ 国際標準化活動の経験を有する当法人
理事が、同分野の研究者と連携し、オンラ

イン教育の質の保証に関する国際標準の

動向について、国内外の公開文献および

関連資料の収集・整理を行う。
0本事業は、同理事が、上記の文献整理
の結果を基に、オンライン指導を実施する

講師および受講者向けにオンライン(
Zoom等 )により年1回情報共有する形で
実施する。

・これにより、当法人における学習支援の

年 1回
オンラ

イン
3人

オンラ

イン指

導実施

者、受

講者

50人 100



の る

団と

事業

・海外子女教育に関する研究経験を有す
る当法人理事が、海外子女教育振興財団
と連携した調査研究として、在外教育施設
を取り巻く制度の変遷および運営の実態
について、文献調査および関係者へのイ
ンタビューを通じた整理を行う。

・本事業は、同理事が、上記の文献等整

理の結果を基に、海外在住経験等を有す

る児童生徒およびその保護者並びに教員

養成課程に在籍する学生等向けにオンラ

イン(Zoom等 )により年1回情報共有する
形で実施する。

・これにより、在外教育施設を取り巻く課題
の整理および今後の教育支援のあり方の

検討に資する知見の蓄積を図る。

年 1回
オンラ

イン
3人

在留邦

人家

庭、帰
国子女

家庭、

留学生

家庭、

教育学

部生、
大学院
′卜 ±=ロヒ、徊

手教員

50人 100

V

ヽノ



書式第 9号 (法第 10条 。第 25条関係)

令和 8年度 活動予算書 (その他事業が左L場合)

ヽ ノ

ヽ ノ

科 目 金  額 合計

85,000

∝Ю,000

《;0.000

“

Ю.000

受取助成金 (日 本財団、ベネッセ子ども
基金、 トヨタ財団、笹川平和財団)

4

海外在住 …
育伴走事業

5

受取利 .日

帰国子女等への学習支援・教

多文

正会員受取会費

賛助会員受取会費

2 受取書‖金
受取寄附金

施設等受入評価益

1.435,000

1,αЮ,αЮ

:,“0.αЮ

85,000

85,000

経

【日】 経 常 費 用

1135.000

当 期 経 常 増 300.000

【C】 経 常 外 収 益

固定資産売却益

過年度損益修正益

常  外

用外

災害損失

300,αЮ

70.000

0

税 弓1 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額 ①+② ③

次 正 230,000

日

法人税、住民税及び事業税

設立時正味財産額| ・・・



書式第 9号 (法第 10条・第25条関係)

令和 9年度 活動予算書 (その他事業が生L場合)
特定非営利活動法人

日ヽ.

｀
■ノ

単位 :円
金  額 小計・合計

102.000

αЮ,αЮ

l,αЮ.∞0

1,2m∝Ю

【A

経 常 収 益 計 2.962,000

2.まЮ,αЮ

2.まЮ.∝Ю

162.1000

:62.0∞

【B】 経 常 費 用

2.“2.0∞

駅Ю,(XЮ

経

過年度損益修正益

外 収 益 計

災害損失

過年度損益修正損

増 減 額
500,000

法人税 . 70.000

230,000

660.αЮ

科目

正会員受取会費

賛助会員受取会費

受取寄附金

施設等受入評価益

受取助成金 (日 本財団、ベネッセ子ども
基金、 トヨタ財団、笹川平和財団.中央
共同募金会、パブリックリツース財団、
三菱財団)

多文

イ

帰国子女等への学習支援・教

受取利息

飲食費 (学生講師や学生ボランティア向
けの説明会・研修のほか、交流事業にお
いて提供するもの)

調査研究費

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

事務局員謝金

会議場レンタル代

印刷通信費

地代家賃

旅費交通費

減価償却費

給与手当

役員報酬

退職給付費用

講師謝金

会議場レンタル代

広告宣伝費

通信費

旅費交通費

印刷製本費

□


